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The Comparative Study of Property Agreement
of Married Couples between Japan and China




In this article, a comparison of the property agreement system of the Chinese
Marriage Law and the Japanese Family Law is firstly described, and then study
the issue on the property agreement in Japan and China is studied. As a
conclusion, suggestions on the following effects are shown: different items should
be offered for those who are in particular circumstances such as second time
marriage, and it should also give the detailed definition of term of requirements
such as notarization and so on.
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25) 「湖北婚姻綱」 (http://www.hubeihy.com/yash/more/21.htm) (1997年)の記事による。
要旨:Ⅹ (男)とY (女)は、 1995年に結婚したo結婚当時、 Ⅹは外資企業で在職しこ月収が5000元であったo Y
は行政部門で仕事をし、月収700元であった。双方は書面で財産を約定した: Ⅹから月1000元、 Yから月700元の収
入を日常生活に使用する。残った収入は各自の所有とする。婚姻後、 Ⅹはよく出張し、留守にする時間が多く、夫
婦間のけんかが多くなり、別居になってしまった1997年にYは離婚を要求し、 Ⅹはそれを同意した。しかし、財
産分与の際、 YはⅩの10万元の貯金に対して分割を請求し、 Ⅹは、その10万元は夫婦財産約定による個人財産とな
ると主張した。双方が合意できないため、人民法院に民事訴訟を提起した。法院は、 ⅩY間の財産契約は有効約定
とすべき、 Ⅹの10万元の貯金はⅩの個人財産であり、 Yの分割請求を認めなかった。
26)加藤美穂子　前掲16 159-174頁　参照
日中夫婦財産契約制度の比較研究
特徴と問題点を検討する。次に、 「2001年修正婚姻法」における夫婦財産制の改正経緯を概
観しながら、問題点について検討を行う。
(1) 「2001年修正婚姻法」までの夫婦財産契約制度に関する各時期の特徴と問題点
① 「80年婚姻法」に至るまでの夫婦財産契約に関する推移
中国における正式な夫婦財産契約の立法は「中華民Eg民法」 (1930年)の親族編に始まる。
その規定は、夫婦は婚姻前または婚姻後に、契約形式により夫婦財産制を約定することがで
きるが、その成立・変更・廃止には登記を経なければ第三者に対抗できないとした。
新中国建国後の「50年婚姻法」では、夫婦財産契約制度に関する規定は設けていない。
ただし、中央人民政府法制委員会の『関干中華人民共和国婚姻法起草経過和起草理由的報告』
(1950年)の中では、 「男女平等の権利と地位の原則に基づいて締結するならば、どのよう
な家族(家庭)財産の所有権、処理権と管理権をも自由に約定することを妨げないし、-あら
ゆる一切の家族財産問題に対しては、夫婦双方が平等で自由な自主的約定方法で解決するこ
とができる」とされていた。実際に、伝統的習慣の影響と建国初期の一般大衆は、契約対象
財産を持たなかったという具体的状況からくる制約のために、夫婦財産契約制規定の必要性
と契約締結の可能性に欠けていた。
② 「80年婚姻法」における夫婦財産契約制度
その後、経済が30年のうちに発展して、個人所有財産も増加し、個人財産に対する意識
が強がってきた。こうした状況に即応して、 「80年婚姻法」第13条第1項の「夫婦が婚姻関
係中得た財産は夫婦の共同財産に帰する」という基本原則に「双方に別の約定がある場合を
除く」という規定を付加された。正式に夫婦財産契約制が婚姻法上確認された。ただし、夫
婦財産契約の用件に関する具体的な規定は全く設けられていない。
夫婦財産契約制度の優先順位について、不明確であり、一般的な認識上で、法定財産制の
補助条項として認められた。また、夫婦財産契約の内容、形式、効力についての明確な規定
もないために、ほとんど利用されてこなかった。
実際に、以下の二つの問題が生じていた。一つ目は、財産契約の内容について全て当事者
双方の自由意思に任せることによって、具体性が欠け、一般市民に対して分かりにくい状況
であり、特に締結意欲を持っ者に対しても、利用しにくい制度であったと考えられる。二つ
目は、公証のない夫婦財産に関する協議が多く、さらに書面ではなく、口頭で締結される夫
婦財産契約で、裁判が審理する際に十分な証拠がなく、夫婦財産契約として協議の存在を証
明できないケースが多く、契約の有効性を認定することが難しかった0
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(2) 「2001年修正婚姻法」における夫婦財産制の改正と検討
1.1の(1)で述べたように、改革開放政策の展開に伴い、一般市民の婚姻関係や家庭財産は
多様化の傾向が現れ、特に離婚者の増加によるに関係する問題で再婚しにくいケースや、財
産経営財産や経営活動による負債の分割方法や額が大きい贈与財産と相続財産の増加などが
問題化されるようになった。など、夫婦財産共有制は第三者(国、企業、個人)の正当権益
を損害することや、当事者意思に反する恐れがあり、夫婦財産に関する条文の改正が一部の
市民や学者によって呼びかけられたるようになった。法定財産制と財産契約について以下の
改正が行われた。
①　法定財産制・個別財産・共有財産についての改正
本章第一節で挙げたように、改正前と同様に、夫婦間で約定財産制と法定財産制のいずれ
かを選択することができ、約定のない場合は法定財産制として財産共有制が採用された。夫
婦関係存続期間中に得たものは、基本的にすべて共有財産となることには変化ないが、概括
的な規定をおくことになった(第17条)。特に、解釈の上では、遺言や贈与契約においては
夫婦の一方の財産とす-ることが明記されていない場合は、相続と贈与により取得した財産が
夫婦共有財産にとすることにした(第17、 18条)。贈与者や被相続人の意思をも尊重でき、
紛争防止・解決にも役立っことになる。
また、個人財産としても列記された(第18条)。婚前の住宅や婚姻前の貯金など個別財産
の範囲を拡大したことには「2001年修正婚姻法」の一つの特徴でもある。
もう一つは、財産所有権の自然転化についての問題については
「80年婚姻法」の下では、 「夫婦双方または一方の婚姻前の個人財産であっても、婚姻後
双方が共同で使用・経営・管理した財産は、家屋その他価値の大きい生産資料は八年の経過
により、貴重な生活資料は四年の経過により夫婦共同財産とみなすことができる」 (「意見」
第6条27)-)とされてきた。
「2001年修正婚姻法」はその点につき規定を設けず、 「最高人民法院解釈(1)」28)は、むし
ろ、その扱いを否定する規定を設けた(同解釈第19条)0
② 「2001年修正婚姻法」における夫婦財産契約制度の改善点
「2001年修正婚姻法」は、夫婦財産契約に関して1ヵ条を新設~した(第19条)。制度自身
は充実してきたと言える。具体的に以下の5つの内容に関する修正が行われた。
ア　夫婦財産契約優先の原則_
1980年法と比べ、夫婦財産契約の締結は、法定財産制と同等な地位に、あることが確
27)前掲17　参照。
28)前掲19　参照。
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足した。契約財産制を選択しない場合と財産契約が無効である場合は、法定財産制が適用
されることになる(第19条1項)と規定されている29)。
イ　夫婦財産契約の方式
「2001年修正婚姻法」は夫婦財産契約の締結方式を書面によらなければならないと規
定した(第19条1項) 。その目的は、主として次の2つとされる31)。まずは、契約者で
ある双方の意思を書面で明確することによって、口頭による契約では証明しにくく、トラ
ブルがよく発生するのを防ぐため。次は、第三者の正当な権益と取引の安全を保護するた
め。
ウ　夫婦財産契約の内容
1980年法より規定を詳細にして、書面による約定によって共有部分、個別の所有部分
を定めることができることになった(第19条)0 「2001年修正婚姻法」は、当事者夫婦が
締結できる夫婦財産契約の内容を制限し、三種類である。 I)一般共同制(共有制)、
Ⅱ)限定共同制、 Ⅲ)分別財産制(別産制)を規定している。今回の改正は、三つの選択
肢として契約者に対し、ある程度利用しやすい制度になったといえる0
エ　夫婦財産契約の効力
夫婦財産契約の効力は対内的と対外的効力の双方を包含する。
婚姻内部においては、夫婦双方に対し法的拘束力を有し(第19条2項)、夫婦は契約内
容を遵守しなければならない。対外効力については「2001年修正婚姻法」では別産制の
夫婦財産契約を締結した場合についてのみ規定を設けている。婚姻中に取得財産について、
各自所有とする夫婦財産契約を締結した場合に、夫婦の一方が対外的に負った債務は、第
三者が当夫婦財産契約を知っていた場合にのみ、一方当事者本人の所有財産をもって弁済
すると規定し、善意の第三者に対しては夫婦共同責任として追及することが可能となり、
夫婦財産共有制の法定財産制に基づく債務弁済方法が適用されることになる。
また、 「最高人民法院解釈(1)」32)第18条によって、婚姻法第19条にいう「第三者が当該
約定を知るときは」については、夫婦の一方がこれに対し立証責任を負う。
これは、取引の安全保護の規定であり、 「2001年修正婚姻法」においては夫婦財産契約
の締結を公示する制度を設けていない現状を考慮したものとされる。
29)夏吟蘭等　前掲16　　頁　参照。
30)前掲25　記事3　参照。
31)垂昌禎　前掲18　201頁　参照0
32)前掲19参照。
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③ 「2001年修正婚姻法」における夫婦財産契約制度の改善すべき点については、以下の4
つかあると考える。
ア　契約内容について
3つの類型が規定されているが、その具体的な内容については、まだ提示されていない
ために、実務上では、法律上無効な夫婦財産契約を締結する可能性は依然として存在して
いる。
イ　契約の方式について
書面によらない夫婦財産契約は締結しても法的効力を有しないとする規定がある。しか
し、書面形式を必要とするのみで、どのような書面形式であればよいのかといったことが、
明白ではないこのことは、今後の課題の一つである。
ウ　契約内容の変更・取消について
明確な規定がなく、実務上では締結時と同様の手続を経なければならない。婚姻登記機
関の登記により成立したものは登記により、公証機関により成立したものは公証によって
変更または廃止の手続をする。但し、登記や公証の手続きを行われなかった場合、変更さ
れた契約の有効性について、実務上ではトラブルになりやすいではないかと考えられる。
今後明確な規定が必要であろう。
エ　公示制度について
規定を設けていないことで、登記や公証を経なければ第三者に対抗することが難しいこ
とである。また、 「最高人民法院解釈(1)」33)第18条によって、婚姻法第19条にいう「第三
者が当該約定を知るときは」については夫婦一方がこれに対し立証責任を負う。これは、
取引の安全保護の規定であり、 「2001年修正婚姻法」において夫婦財産契約の締結を公示
する制度を設けていない現状を考慮したものとされる。
婚姻家族関係の安定化を進めるためには、家族財産を保護し、完備した夫婦財産制立法
の実行が必須である。このことは4章において言及することにする0
33)前掲19参照。
